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みどり市一般競争入札及び指名競争入札に参加す

る者に必要な資格等

平成18年３月27日

告示第16号

みどり市が発注する工事についての請負契約に係る一般競争入札及び指名競争入

札に参加する者に必要な資格、その基本となるべき事項並びに一般競争入札及び指

名競争入札に参加しようとする者の申請の時期及び方法等を次のとおり定めたの

で、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号。以下「令」という。）第167条の５第

２項及び第167条の11第３項並びにみどり市契約規則（平成18年みどり市規則第49

号）第２条及び第13条の規定に基づき告示する。

１ 競争入札に参加できる者の資格

競争入札に参加することができる者は、次項に掲げる要件に該当する者で市長

の行う審査により競争入札に参加するために必要な資格（以下「入札参加資格」

という。）を有すると認定されたものとする。

２ 入札参加資格審査を申請できる者

入札参加資格審査を申請できる者は、次の要件を満たす者とする。

(１) 建設業法（昭和24年法律第100号。以下「法」という。）第３条第１項本文

の規定により、別表第１の建設業の許可を受けた者であること。

(２) 別表第１に掲げる建設工事の種類ごとに、法第27条の29第１項の総合評定

値による客観的事項の審査を受けた者であること。

３ 競争入札に参加しようとする者の申請の時期、方法等

入札参加資格審査を受けようとする者は、「ぐんま電子入札共同システム」に

よる参加申請を市長に行うものとする。

(１) 申請の時期は、隔年の１月５日から２月３日までの間とする。

(２) 申請書の提出先

みどり市笠懸町鹿2952

みどり市総務部財政課

(３) 添付書類の提出先

前橋市大手町１丁目１番１号 群馬県庁県土整備局監理課内

群馬県ＣＡＬＳ／ＥＣ市町村推進協議会

(４) 添付書類の種類
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添付書類の種類は、別表第２に掲げるところによる。

４ 申請書及び添付書類の変更の届出

申請書及び添付書類の記載事項に変更があるときは、遅滞なく「ぐんま電子入

札共同システム」により市長に届け出るとともに、添付書類を提出しなければな

らない。この場合において、添付書類の提出方法は、前項第３号及び第４号に準

ずるものとする。

５ 資格の取消し等

競争入札に参加しようとする者又は現に競争入札に参加する資格を有する者

が、次の各号のいずれかに該当するとき、又は該当するに至ったときは、その申

請を却下し、又はその資格を取り消し、若しくは相当の期間資格を停止すること

ができる。

(１) 法第29条の規定により建設業の許可を取り消されたとき。

(２) 申請書及び添付書類の記載事項を偽って記載したとき。

(３) 令第167条の４及び第167条の11第１項の規定に該当するに至ったとき。

附 則

この告示は、平成18年３月27日から施行する。
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別表第１（第２項関係）

建設工事の種類

土木一式工事

建築一式工事

大工工事

左官工事

とび・土工・コンクリート工

事

石工事

屋根工事

電気工事

管工事

タイル・れんが・ブロック工

事

鋼構造物工事

鉄筋工事

舗装工事

しゅんせつ工事

板金工事

ガラス工事

塗装工事

防水工事

内装仕上工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

電気通信工事

造園工事

さく井工事

建具工事

水道施設工事

消防施設工事

清掃工事



№0755-2 みどり市一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格等

4

別表第２（第３項関係）

添付書類

番号 種類 様式等

１ 納税証明書

（法人の場合）

県税、法人税、消費税及び地方消費

税法人事業税、法人市民税及び固定

資産税（ただし、法人市民税、個人

市民税及び固定資産税にあっては、

当市に事業所等を有する業者に限

る。）

（個人の場合）

県税、所得税、消費税及び地方消費

税、個人事業税、個人市民税及び固

定資産税

発行官公庁の定めた様式による。

２ 登記事項証明書（法人のみ） 商業登記法（昭和38年法律第125

号）による証明書

３ 身分証明書（個人のみ） 在住する市町村の発行したもの

４ ＩＳＯ9000シリーズ登録証 財団法人日本適合性認定協会が認

定した審査登録機関が発行した登

録証の写し

５ 障害者雇用状況報告書（障害者の雇

用の促進等に関する法律（昭和35年

法律第123号。以下「障害者雇用促進

法」という。）第43条第５項に規定す

る者のみ）

障害者雇用促進法により公共職業

安定所の長に提出した障害者雇用

状況報告書の写し

６ 工事経歴書 様式第１号

７ 技術職員名簿 様式第２号

８ 委任状 委任者及び受任者の氏名並びに委

任内容を記載したもの

備考

１ 上記添付書類中番号２から５までについては、該当する場合のみ添付するも

のとする。

２ ６及び７については、紙による提出ではなく、電子による提出とする。

３ ８については、県外業者のうち提出を希望する者のみが添付するものとす

る。
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様式第１号（第３項関係）
工 事 経 歴 書

（建設工事の種類） 工事

請負代金の額 着工年月

注文者
元請又は

下請の別
工 事 名

工事現場のあ

る都道府県及

び市区町村名

配置技術者

氏 名
う ち

（ ）

完成又は完

成予定年月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月
年 月千円 千円

年 月

記載要領 合計 件 千円 千円
１ この表は、法別表第１に掲げる建設工事の種類ごとに作成すること。
２ この表には、完成工事（申請をする日の直前１年間に完成した建設工事をいう。以下同じ。）を記
載された請負代金の額（工事進行基準を採用している場合において、当該工事進行基準が適用され
る完成工事については、第５項により括弧書で付記された完成工事高）の合計が、完成工事に係る
請負代金の額（工事進行基準を採用している場合において、当該工事進行基準が適用される完成工
事については、その完成工事高。第５項を除き、以下同じ。）の合計のおおむね７割を超えるところ
まで、請負代金の額の大きい順に記載し、それに続けて、主な未成工事（申請をする日の直前１年
間に着工し、いまだ完成していない主な建設工事をいう。）を同様に記載すること。ただし、建設業
法施行令（昭和31年政令第273号）第１条の２第１項に規定する建設工事については、10件を超えて
記載することを要しない。
３ 「元請又は下請の別」の欄は、元請と下請の別の記載に加え、共同企業体（ＪＶ）として行った
工事については、ＪＶと付記すること。
４ 「配置技術者氏名」の欄は、完成工事について、法第26条第１項又は第２項の規定により、申請
をする日の直前１年間に置かれた者の氏名をすべて記載すること。
５ 「請負代金の額」の欄は、工事進行基準を採用している場合には、当該工事進行基準が適用され
る完成工事について、その完成工事高を括弧書で付記すること。
６ 「請負代金の額」の欄は、次の表の(１)欄に掲げる建設工事についてこの表を作成する場合にお
いては、同表の(２)欄に掲げる略称を「うち（ ）」の括弧内に記入し、各工事ごとに同表の(３)欄
に掲げる工事に該当する請負代金の額を記載すること。

(１) (２) (３)
土木一式工事 ＰＣ プレストレストコンクリート
どび・土工・コンクリート工事 法面処理 法面処理工事
鋼構造物工事 鋼橋上部 鋼橋上部工事
７ 「合計」の欄は、完成工事の件数の合計及び完成工事に係る請負代金の額の合計並びに前項によ
り「ＰＣ」、「法面処理」及び「鋼橋上部」について請負代金の額を区分して記載した額の合計を記
載すること。
８ 下請工事（下請負人として請け負った建設工事をいう。）については、「注文者」の欄には当該下
請工事の直接の注文者の商号又は名称を記載し、「工事名」の欄には当該下請工事の名称を記載する
こと。
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様式第２号（第３項関係）

２ ０ ０ ０ ５

技 術 職 員 名 簿

申請者

項 番 ３

当期・前期区分 ６ １
１ 審 査 基 準 日

２ 直前の 審査基準日

３ ５

貢 数 ６ ２ 貢

記号 有資格区分コード

実務経験

者担当業

種コード

監理技術者

資格者証交

付 番 号
氏 名 生年月日

３ ４５ 10 15 20

６ ３ Ａ

Ｂ
６ ３

Ｃ
６ ３

Ｄ
６ ３

Ｅ
６ ３

Ｆ
６ ３

Ｇ
６ ３

Ｈ
６ ３

Ｉ
６ ３

Ｊ
６ ３

Ｋ
６ ３

Ｌ
６ ３

Ｍ
６ ３

Ｎ
６ ３

Ｏ
６ ３

Ｐ
６ ３

Ｑ
６ ３

Ｒ
６ ３

Ｓ
６ ３

Ｔ
６ ３


